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●特集2 自治体公選職における「女性」

女性候補者の発掘・育成の必要性が高まるなか、
どうすれば、政治の世界に踏み出していく女性を増やすことができるのか。
女性候補者養成セミナーの持つ意義について考察するとともに、
著者らが共同代表を務める「パリテ・アカデミー」が実施した
プログラムの内容とその成果から、今後の女性候補者養成のあり方を展望する。

1	 はじめに
　「政治分野における男女共同参画推進法」
が 2018 年 5 月に成立し、いよいよこの法律
を活かし、具体的にどうやって女性候補者を
発掘し育成するかが課題となっている。実際
に、2019 年の統一地方選挙および参議院選
挙を見据えて、立憲民主党は参院比例名簿の
40％ を女性にする目標を掲げ、他方で国民
民主党は全ての選挙において女性候補者比率
30％ を目標に据え、都道府県議初挑戦であ
れば 260 万円の資金を提供するなど、積極的
な姿勢を見せている。その他の政党も、濃淡
はあるものの、女性候補者を増やす必要性は
認識している。
　ここで問題になるのは、女性候補者のなり
手が見つけにくいという課題である。男性議
員と同じような経歴の女性を探そうとする
と、そうした職種（国政であれば官僚、政治
家秘書、地方議員、労組役員）に女性が少な

いため、限界に突き当たる。男女の職域分業
ができあがってきてしまった日本の社会構造
を踏まえ、これまでの男性候補者の探し方と
は異なる手法を編み出していくことが、女性
候補者の発掘には不可欠である。
　そこで本稿では、女性リーダーをどのよう
に見つけ、育てるのか、とりわけどのような
方法論に基づいて候補者養成のトレーニング
を提供すべきかを論じていく。「政治分野に
おける男女共同参画推進法」第 8 条には、国
や地方公共団体は人材の育成および活用に資
する施策を講じるよう努めることが記されて
おり、この法律の制定を機に、各地の男女共
同参画センター等において女性政治候補者育
成のセミナーが増えることが予想される。ま
た、これまで女性議員発掘に寄与してきた政
治塾やバックアップ・スクールも、それぞれ
の活動を活発化させるだろう。女性政治リー
ダーの育て方に関して、体系だった知見を整
理する必要性が高いといえる。
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　本稿での筆者らの見解は、2017 年に実施
したアメリカの 14 の女性政治リーダー・セ
ミナー実施団体の視察に基づくものであり1）、
さらにその知見を基に筆者らが共同代表とし
て設立した一般社団法人パリテ・アカデミー
の事業実績から築かれたものであることをお
断りしたい。

2	 女性候補者養成セミナーの意義
「壁」を正しく理解する
　女性が男性よりも議員に立候補する人が少
ないのは、女性は男性とは異なる様々な「障
壁」に直面するからである。それらの障壁を
乗り超えるには資源に恵まれている必要があ
るが、資源は平等に分配されているわけでは
ない。従って、女性候補者を増やすために
は、障壁を社会として取り除くとともに、女
性自身が障壁の存在を自覚し、乗り超えるた
めの準備ができるようトレーニングを提供す
ることが有効な手段となる。
　女性が立候補する際の障壁となるのは、一
般的に、自信の壁、家族の壁、政党の壁、選
挙制度の壁、選挙運動の壁、有権者の壁があ
る2）。このうち、自信の壁以外は女性にとっ
ては外在的な障壁であり、性別役割分業の意
識と実態があるために、家族的責任を引き受
ける女性は（あるいは男性も）政治家になる
ための重要な資源である資金、時間、家族か
らの支援を得られにくいことが原因となって
いる。さらには、ジェンダー役割に関するス
テレオタイプな見方が社会に蔓延しているた
め、一般的に男性の領域とされる政治におい
て女性がリーダーシップを発揮することを難
しくしている。これらを打ち破るには政治に
よって制度や意識を変えていく必要がある

が、他方で、自信の壁は女性自身で格闘し乗
り越えられる性質をもつ。候補者育成のトレ
ーニングによって強化できるのは、この自信
の壁ということになる。
　自信の壁というのは、一般的に女性の自己
評価が低いという意味であり、自信がないた
めにせっかくのチャンスをつかむことができ
ないことが指摘されている。アメリカの調査
によると、そもそも立候補を考える割合が女
性の方が男性よりも低く、自分は議員にふさ
わしい、なれるだけの資質があると思う割合
も低い3）。また、女性の方が家族の間で政治
について話す機会が少ないことも指摘されて
いる4）。政治は男性のもの、女性が興味を持
つ対象ではないという思い込みを親や周囲が
していると、女性は成長の過程において政治
について語ったり、関わったりする機会が少
なくなり、このこともまた、政治領域に進出
しようとする女性にとっては自信の壁とな
る。自分が属していてもいい場所なのかの確
信が得られない時、自らの能力を発揮するこ
とはより困難を伴うからだ。
　家族内における政治的話題だけではなく、
公的な領域においても女性が政治に関わるこ
とを見聞きすることは少ない。実際に女性政
治家や女性リーダーが少ないために、次世代
の女性にとっては、ロールモデルとなる女性
リーダーに出会う機会は決定的に少ない。ロ
ールモデルがもっと多く、かつ身近に存在す
るならば、自分の将来の夢として首相や大
臣、知事、あるいは地方議員を考えることも
増えるであろう。憧れる女性リーダーと出会
えなければ、男性をロールモデルにしなくて
はならず、それにはどこか無理が生じ、ある
いはリーダーとなること自体を夢想だにしな
くなってしまうだろう。
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候補者養成セミナーができること
　こうした障壁を正しく理解するならば、人
材育成の面で女性候補者養成セミナーには独
特の使命があることがわかる。候補者養成セ
ミナーの役割は、女性達が直面する障壁の存
在を認識させ、それらは自分一人が抱える問
題ではなく、女性に共通する課題であること
を理解させた上で、トレーニングを通じて、
立候補しようとする「意欲」や「志」を引き
出すことにある。
　それにはまず、議員という職業の特性を理
解することが必要である。テレビを通じて報
道される主に国会議員達の姿は、往々にして
敵対的で攻撃的ですらある。あるいは選挙運
動期間中に街中で見かける候補者達は、ただ
名前を連呼し手を振るだけで、なんら有益な
活動をしているようには見えないかもしれな
い。国会論戦も選挙運動も、それらは政治家
という職業の一局面にしかすぎない。それ以
外の時間を彼ら・彼女らは何に使い、そもそ
もどのような動機で議員になり、どのような
やり甲斐を感じているかについて、有権者が
持っている情報は相当程度乏しい。本来はこ
の情報の非対称性を埋める役割はメディアや
研究者が負うものであるが、候補者養成セミ
ナーや、もっと広く政治参画セミナーが担う
べき役割でもある。
　つまり、候補者養成セミナーが目指すべき
ことの第一は、「政治家という職業に魅力や
意義を感じられるようにすること」にある。
政治家という職業が汚いもの、男性がもっぱ
ら担うべきものと思ってしまえば、自分がそ
こに入りたいとはなかなか思わないであろ
う。政治のイメージの転換が必要である。
　政治とは何のためにあるのか。自分の住む
地域や社会をより良くしたいという動機があ

るからこそ、議員になり、法律・条例を作っ
たり、予算を配分したり、行政を監視したり
するのではないだろうか。この基本が意外な
ほど有権者には共有されていない。そこで、
セミナーにおいては議員の仕事や役割につい
て、政治の原点に立ち戻って参加者が自分で
考える機会を提供することが重要である。
　ここで有効なことは、第二波フェミニズム
が生み出した「個人的なことは政治的なこ
と」という言葉である。自分が抱える悩み、
例えば育児・介護、カップルの間での家事分
担、結婚して姓を変えたことの違和感や通称
使用の煩わしさ、性被害が軽く扱われること
など、個人的な悩みと感じられるこれらのこ
とも、社会によって生み出された抑圧であっ
たり、社会全体で変えていく必要があったり
するものである。つまりは、自分の悩みはひ
とりだけのものではなく、共通する悩みを解
決するには政治の力が必要であると女性自身
が気づけば、自分の人生と政治との距離は一
気に縮まるだろう。
　候補者養成セミナーが第二に目指すべきこ
とは、「自分は議員になるのにふさわしいと
思えるようになる」ことである。自分にとっ
ても、また自分が大切にしたい地域や社会に
とっても、政治が重要であることがいくら実
感できたとしても、立候補に至るには、自分
は議員にふさわしいと思えることが必要であ
ろう。では、どうしたら自分はふさわしいと
思えるようになるのだろうか。
　ひとつには、動機を掘り下げ、自分はなぜ
政治に関わりたいのかを深く認識することが
有効であろう。社会を良くするには、何も議
員だけではなく、市民運動やロビー活動な
ど、様々なやり方がある。自分と社会との関
係性を見つめ、自分には何ができるのかを考



　2019年1月号86

えた末に、議員という選択肢も浮上してく
る。
　ここでもロールモデルとの出会いは重要で
ある。やりがいのある、自分もやってみたい
と思えるような議員活動をしているロールモ
デルに出会い、そして交流を通じて、自分も
できるのではないかと思えるようになるから
だ。テレビに登場するような国会議員より
も、地域で地道に活動する地方議員との出会
いの場を設けることで、参加者の政治家像が
変化し、等身大の議員にエンパワーされ、自
分もやれるのではないかと思えるようになる
だろう。今すぐは無理だとしても、どのよう
なキャリアやステップを踏んでいけばなれる
のかが分かれば、立候補の敷居も随分と低く
なる。
　また、政治家としての能力には何が必要か
に関しても深く洞察することが有益である。
有能な政治家のイメージが、舌鋒鋭く、押し
が強く、攻撃的で交渉力があるという男性性
に溢れたものとして捉えられると、自分にふ
さわしいと思える女性はさほど多くないかも
しれない。逆に、有能な政治家とは、人の話
に耳を傾け、異なる価値観を理解するよう努
め、意見の違いを粘り強く調整する人と捉え
れば、むしろ自分はそれに向いていると感じ
る女性はもっと出てくるだろう。官僚や政治
家秘書の経験はなくとも、生徒会、PTA、
町内会、あるいはサークル活動において世話
役となり、異なる人達の意見をまとめ上げた
経験があれば、それこそすでに政治経験なの
である。
　最後に、候補者養成セミナーが目指すべき
ことは、選挙や議会活動に関する基本的な知
識を提供し、キャリア展望を立てられるよう
にすることである。議員以外の職業に関して

は、キャリア・セミナーやキャリア・カウン
セリングが存在するが、議員のためのものは
ほとんどなく、二世でもない限り政治家は職
業の選択肢に入ってきにくい。そこで、日本
政治の基本から、国会法や地方自治法、公職
選挙法などの基礎知識、より実践的には選挙
運動や資金調達のノウハウ、それから当選後
すぐに有益な質問が行えるような政策知識な
どを提供することは一定の公益性を有する。
これらは主権者教育の一環でもあり、参加者
が立候補するか否かに関わらず、主権者とし
て必要な知識でもある。地方公共団体が主権
者教育を活性化させるならば、それへの受講
を通じて、参加者は選挙運動や議員活動の見
通しがきくようになり、なり手も増えるであ
ろうし、また議員の活動を支援する支え手も
増えていくだろう。

3	パリテ・アカデミーの
	経験を通じて見えてきたこと

パリテ・アカデミーのミッションとプログラム
　筆者らは 2018 年 3 月に、以上に述べた理
論に基づき政治分野の女性リーダーシップ・
トレーニングを行う一般社団法人「パリテ・
アカデミー（Academy for Gender Parity）」
を設立した5）。これまでの研究成果を活かし
て、政治分野で必要とされるリーダーシップ
を養成するトレーニングを提供し、自ら議員
になることに挑戦する若手女性人材を増やす
ことを目的としている。
　当法人は特定の政党を支持する立場は取ら
ず、トレーニングに参加する個々人の政治的
な見解を尊重する方針を掲げている。しか
し、女性であればどのような思想をもってい
ても構わないとは考えていない。女性やマイ
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ノリティが政治に対等に参加しなければなら
ない理由は、ジェンダー平等で多様な価値が
尊重される政治を実現するために欠かせない
からである。
　パリテ・アカデミーは、そのような政治の
実現によって目指す社会の理念として三つの
キーワードを掲げる。誰をも排除しない社会

（inclusion）を作ること、お互いの違いを尊
重する関係性（respect）を築くこと、誰も
の尊厳が守られ非暴力な世界、つまりは正義

（justice）にかなう社会を実現すること、の
三つである。政治に参加することで、こうし
た世界を作り出していくことに深く共鳴する
女性リーダーを養成し、支援するのがパリ
テ・アカデミーのミッションである。
　設立以来約 8 ヶ月間で、パリテ・アカデミ
ーでは 3 回のトレーニング・プログラムを実
施した。（1）「女性政治リーダー養成講座～
議員になって社会を変えよう！」（隔週 5 回
連続講座形式）6）、（2）「女性政治リーダー・
トレーニング合宿～議員になって社会を変え
よう！」（2 泊 3 日の合宿形式）7）、（3）「動画
で候補者メッセージを伝えよう！」（1 日ワ
ークショップ形式）8）である。さらに、同様
の養成プログラムを全国各地で広く応用して
実践してもらうために、独自のトレーニン
グ・マニュアルを作成し、トレーナー養成講
座も 2 回開催した。
　政治スクールはこれまで多種のものが展開
されてきたが、パリテ・アカデミーでは募集
要綱に若手女性対象と明記した。これは管見
の限り日本では初めての試みであり、約 50
名の若手女性がトレーニングに参加すること
となった。これまでの実施経験から、日本で
政治分野における女性リーダーを養成するこ
との必要性・意義と、そのための課題が見え

てきた。以下でそれをまとめる。

「若い世代」の女性が参加する意義
　パリテ・アカデミーのプログラムでは、若
手女性を対象とし、大学以下の学生には参加
費を優遇したため、結果的に高校生から 40
代前半までの女性が参加者の大半を占めた。
年齢による優先条件を設けたことで、既存の
政治塾に参加する層と比べて若い世代の参加
が多かったと思われる。高校生も数人参加
し、メディアでも紹介された9）。参加者のほ
とんどはそれまで直接政治に参加した経験は
なかったが、普段の生活で政治に興味を持っ
ている女性達であった。
　パリテ・アカデミーが若手女性を対象とす
るのは、若い時から政治に関心を持ってもら
い、政治家の道を将来の自分のキャリアの選
択肢のひとつとして考えてもらうのが、女性
の政治参画を増やすために大事であると考え
るからである。
　日常生活で政治的な話題を避ける日本の社
会風土においては、若手女性が政治に関心を
持つ同世代の仲間に出会う機会は極めて少な
い。政治に関する意見を交わしたり、議論を
したりすることで、自らの政治的立場や見解
を培っていく場も、ほとんどない。
　既存の政治塾は多数あるが、女性に限定し
ていないし、年齢層もばらばらで、すぐ立候
補を考える参加者を対象にしている傾向が多
い。そのため、学生など若手女性達にとって
は参加のハードルが高くなる。実際に参加者
からは「若手女性と書いてあったから参加を
決めた。普通の政治スクールは自分は対象で
はない気がしていた」とのコメントをもらっ
た。選挙を戦うスキルや政策の知識を学ぶこ
とも重要だが、それ以前に、まず若手女性が
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気楽に政治を話題にすること、そして違う意
見を持つ人との間で自由に議論しながら自分
なりの視点を培っていくことができる場を提
供することが必要と思われる。その場と機会
の提供が政治リーダー・トレーニングの基礎
的な役割のひとつである。

政治で解決したい「政策課題」
　参加者のほとんどが、プログラムにおい
て、ジェンダーや性的指向に関わる悩みや苦
しみを感じた体験を語った。学校や仕事、社
会的な活動の中で「女性」だからという理由
で、「女性らしさ」を強いられ、そこから外
れようとすると非難やバッシングを受けて生
きづらさを感じると言う。
　「先生に女の子だから生徒会長に立候補す
べきではないと言われて納得できなかった」、

「仕事の面接で外観にのみコメントされるセ
クハラをうけた」、「背が高いのは女らしくな
いとからかわれた」、あるいは「性的マイノ
リティとして自分が他の人と違うことで悩ま
された」、「何にでも自信が持てず自己尊重感
がとても低くて苦しかった」、「シングルマザ
ーとして生きていくのは大変」、「職場での女
性役割に違和感を感じた」など、参加者から
はジェンダーにまつわる様々な苦しい経験が
語られた。そこから感じる違和感や不当な扱
いへの疑問が「女性リーダー」を養成するプ
ログラムに参加した動機となっているのであ
る。
　参加者はトレーニングを通じて、ジェンダ
ー問題に対する認識を共有し、女性達が経験
する生きづらさを解決するためには、社会が
変わる必要があり、そのためには政治が変わ
らなければならないことを確認し合った。政
治リーダー・トレーニングは、女性として経

験する個人的な生きづらさを社会の解決すべ
きジェンダー問題として認識し直し、政治家
になる動機に転換させる役割を果たしたとい
える。
　具体的にもっとも大きな関心を集めた政策
は、夫婦別姓、性暴力、子ども支援、環境問
題、LGBT 差別、教育問題、高齢者福祉など
であった。これらの政策課題は、若手女性達
の問題関心をよく示している。課題はまさに
これまで日本の女性運動が取り上げてきた課
題でもある。しかし、裕福で似たような背景
を持つ男性議員が多数である今の国会で、こ
れらの政策課題が高い優先順位を占めること
は難しいだろう。今の政治は、若手女性達に
とって魅力的な仕事場でもなければ、彼女達
が大事にしている課題が政策として十分取り
上げられる場でもないのである。
　当事者視点を持って、困った人の声に耳を
傾けることができる女性達が政策を決めるポ
ストに就いて初めて、それらの政策に対する
真剣な議論が始まる。より多くの若手女性達
が、自分の生活がどれだけ政治と直結してい
るのかに気づき、自ら政治家に挑戦すること
で課題解決を目指すことは、日本の政治文化
の刷新に繫がるだろう。

志す女性政治リーダー像
　トレーニングの参加者のうち、はじめから
議員になりたいという明確な目標を持って参
加した女性は少なかった。政治には関心があ
るものの、どちらかというと議員になれる他
の人をサポートする役割をしたい人の方が多
数であった。NPO 活動をするために政治の
仕組みをもっと理解したい、という動機で参
加した人もいた。つまり、政治は多くの女性
達にとってまだ遠い世界であり、議員は普通
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の女性とは違う人々であるとみなされてい
る。普段女性議員に直接会う機会はほとんど
ないし、テレビやメディアで描かれる女性議
員はスキャンダルやジェンダー・ステレオタ
イプを強調するような描写が多い。そのた
め、若手女性達が自ら政治に直接関わること
への抵抗感は、未だ強いのである。
　パリテ・アカデミーでは、女性議員にイン
タビューを実施して製作した、独自のビデオ
教材『女性議員が語る、政治とは』を上映す
るほか、地方議員パネルを企画して参加者が
様々な女性議員に直接に出会う機会を設けて
いる。女性議員の話を直接聞いた後には、参
加者の政治への見方が大きく変わる。「政治
をより身近なこととして感じられるようにな
った」、「議員の仕事について理解が深まっ
た」、「女性議員の優しさや人間的な側面を見
て身近に感じることができた」、「様々な女性
議員がいることを知ってよかった」などとい
う感想が聞かれた。議員の仕事について具体
的なイメージを持つこと、選挙や政策作りに
必要な知識を得ることで、政治が漠然とした
遠い世界である印象がある程度払拭され、政
治に関わることへの不安が減少する成果があ
るといえる。
　若手女性にとって、将来政治家になること
は、自分が思い描く女性リーダーの理想像を
目指すことでもあるだろう。しかし、今の政
治の世界で若手女性達が憧れるロールモデル
を見つけるのはなかなか難しい。パリテ・ア
カデミーでは、前述のビデオ教材を見た後に
参加者達に自らなりたいリーダー像について
語ってもらった。参加者の多くがビデオ教材
に出演した女性議員に共鳴するリーダー像を
打ち出した。とりわけ、市民の声に耳を傾
け、社会的に弱い立場に置かれている人達の

ニーズを汲み取っていく女性リーダーに強い
共感を示したのである。若手女性達にとって
理想的なリーダー像は、雲の上のような立派
な女性政治家ではなく、普通の人の感覚を持
って身近な政策課題に熱心に取り組む誠実で
謙虚な政治家の姿であることが分かる。まさ
に今の政治に大きくかけているリーダー像で
はないかと思わされるところだ。

政治リーダー育成トレーニングの成果
　パリテ・アカデミーが実施した 3 回のトレ
ーニングは、すでに一定の成果を生み出して
いる。直接な成果は、トレーニングを終了し
た参加者の多数が立候補の意欲が高まったと
答えていることだ。つまり、前述した「自信
の壁」はトレーニングによってかなりの程
度、乗り越えられるものであることが証明で
きたといえる。
　「5 回連続講座」の参加者 27 人のうち 25
人は 40 歳以下の若手女性であったが、終了
後のアンケートでは、政治に関して非常に関
心をもつようになったとほとんどが答え、ま
た「出馬意欲が非常に・ある程度高まった」
と答えた参加者は 19 人中 14 人だった。
　「トレーニング合宿」参加者に対しても同
様の結果が得られた。「合宿に参加して、実
際に出馬してみようという意欲は高まりまし
たか？」という質問に対して、28 人中 13 人
が「とても高まった」、10 人が「少し高まっ
た」と回答した。計 23 人が出馬の意欲が高
まったと答えたのは、トレーニングが当初の
目的を達成したと考えてよいだろう。「候補
者メッセージを作る」講座はより実践的であ
ったことから、参加した 4 人はいずれも
2019 年度の統一地方選挙もしくは参議院選
挙に立候補する予定である。
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　また、これまでの参加者のうち 1 人は政治
団体を設立し、2019 年度の統一地方選挙に
立候補する準備を始めている。辻立ちにはト
レーニング受講生も協力しており、こうした
経験から次への出馬に繫がることも期待でき
る。政党から声がかかっている参加者もいる
ので、近いうちにパリテ・アカデミー卒業生
からの議員誕生が実現するものと思われる。
　参加者の立候補に加えて可視的な成果のひ
とつは、参加者の間で横の繫がりができたこ
とである。トレーニングの過程で参加者のネ
ットワークが形成され、終了後に早速 Facebook
のグループ・ページを作り、お互いに情報交
換をしながら活動している。女性議員を一緒
に訪問する、仲間の立候補準備に携わるな
ど、仲間同士での持続的な活動に繫がってい
る。女性が社会的な活動をしていく上で、ジ
ェンダー役割や仕事を中心にしたネットワー
クを形成することが多いが、政治的関心を基
盤にするネットワーク形成は違う意味での女
性の「エンパワーメント・ネットワーク」に
なるのではないだろうか。

4	 おわりに
　これまで日本においても政治スクールは新
人議員の発掘に貢献をしてきた。政治家が運
営する政治塾は新人にとっての登竜門の役割
を果たし、地域のバックアップ・スクールは
主に無所属・市民派の女性議員誕生に大きく
貢献してきた10）。しかしながら、これまでの
スクールは政治家や専門家の話を聞く座学を
中心とする傾向にあり、提供するトレーニン
グに関しては、必ずしもここで述べたような
専門知識に根ざしたものではない。トレーニ
ング・ノウハウを備えた専門家や専門的トレ

ーニング機関は十分とはいえない状況にあ
る。大手の政治スクールが首都圏や大都市に
集中しているのも課題だ。パリテ・アカデミ
ーをはじめとする超党派の候補者養成セミナ
ーは、政治に関心を持っているものの、政党
に関わることに躊躇する層には比較的アクセ
スしやすい。こうしたセミナーが女性達の立
候補意欲を引き出した後には、実際に選挙で
戦うことができるように政党の積極的な候補
者リクルートとトレーニングが求められる。
そもそも本来ならば候補者養成は政党が果た
すべき役割のひとつである。政党から声がか
からないことが女性議員の少なさの一因であ
ることを考えると、女性議員を増やすために
は政党の一層の取り組みが不可欠である。
　政党が候補者養成を行ってこなかったこと
もあり、女性に限らず議員のなり手不足は日
本政治にとって深刻な問題である。辞職せず
に立候補できる制度を整備するとともに、潜
在的な女性候補者を掘り起こすためにも、も
っと多くの実施主体が候補者養成のトレーニ
ングを提供するべきである。そして、それぞ
れの実施主体のリソースの少なさを補うべ
く、ノウハウを持っているパリテ・アカデミ
ーのような団体は地方の実施主体と共催・協
力関係を築くことで、全国的に女性政治トレ
ーニングを広げていくことが今後の展望とな
ろう。
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org/spfnews/information/20180620_2.html）。

 2）詳しくは三浦まり編著『日本の女性議員：ど
うすれば増えるのか』（朝日新聞出版、2016



特集2　自治体公選職における「女性」

女性政治リーダーをどう育てるか？ 91

年）、三浦まり著「女性の政治参画を阻むもの」
『Voters』38 号（2017 年 6 月）を参照。

 3）Jennifer L. Lawless and Richard L. Fox, 
“ M e n  R u l e :  T h e  C o n t i n u e d  U n d e r -
Representation of Women in U.S. Politics”, 
School of Public Affairs, American University, 
2012.

 4）Jennifer L. Lawless and Richard L. Fox, 
“Girls Just Wanna Not Run: The Gender Gap 
in Young Americans’ Political Ambition”, 
School of Public Affairs, American University, 
2013.

 5）パリテ・アカデミーの活動の詳細については
ホームページを参照されたい（http://parity-

academy.org）。
 6）当該事業は、平成 30 年度港区立男女平等参

画センター助成（ジャンプ）を受けて実施した
（2018 年 5 月 7 日～7 月 2 日の間 5 回）。

 7）当該事業は、笹川平和財団の助成を受けて実
施した（2018 年 7 月 13 日～15 日）。

 8）当該事業は、日本女性学習財団と共催した
（2018 年 11 月 18 日）。

 9）朝日新聞「（Dear Girls）女性政治塾、学生
も刺激　格差や多様性、考える機会に」（2018
年 6 月 26 日）。

10）大木直子「「政治塾」と女性の政治参加　―　
リクルートメントの観点から」『女性学』25
号、pp. 44-62（2018 年）。

都市問題研究叢書（12）　五石敬路 編

東アジアにおける公営企業改革

2008年、A5判、340頁、
定価：3,990円（税込、送料340円）

第1部　東アジアにおける公営企業の概況と改革 
　序章／Ⅰ 日本の地方公営企業制度／Ⅱ 韓国地方公企
業の現況と発展方向／Ⅲ 中国の公益事業民営化における
管理上の問題／Ⅳ 日本における下水道事業の概説とその
展開過程／Ⅴ 韓国における地方公企業会計および監査制
度の現況と改善方向に関する研究／Ⅵ 国有企業改革の光
と影

第2部　水道事業の改革 
　Ⅶ 中国水道産業に関する考察／Ⅷ 韓国の上水道事業
の現況と水道産業育成 5カ年計画／Ⅸ 安全な水をプノン
ペンに／Ⅹ マニラ首都圏上下水道局（MWSS）の民営化
／Ⅺ 日本における水道事業改革／Ⅻ 日本の水道事業の
現状と課題について

（財）東京市政調査会 TEL：03―3591―1262　FAX：03―3591―1266
e-mail：toshimondai@timr.or.jp

ご注文はホームページ上のフォーム（http://www.timr.or.jp）または下記へどうぞ

2008年、A5判、340頁、

都市問題研究叢書（15）　五石敬路 編

東アジアにおける都市の高齢化問題

2011年、A5判、199頁、
定価：2,940円（税込、送料340円）

第 1章　高齢型社会における都市行政の課題
第 2章　東京における建築のバリアフリーへの取組み
第 3章　特養入所待機問題に見る介護の課題：
　　　　入所希望者の声
第 4章　高齢化が所得分配に及ぼす影響
第 5章　高齢化と税法
第 6章　上海における少子高齢化問題とその対策
第 7章　戸籍人口の高齢化と常住人口の高齢化：
　　　　中国の都市における高齢化と戸籍改革について
第 8章　上海における群租現象の研究：
　　　　中国式隠れたスラムの真相 2011年、A5判、199頁、

（公財）後藤・安田記念東京都市研究所 TEL：03-3591-1262
FAX：03-3591-1266

定価：本体2,800円＋税、送料340円

33節電からその先へ

特集1　「節電の夏」から始まるエネルギー改革

る術そのものが、この震災を超える術でもあ
るのだと深く思っている。パラダイムシフト
のために開いていた扉は既に閉まり始めた。
残された時間はあまりない。この 3 年間が勝
負である。
　今すぐ行動を起こさねばならない震災への
対応、そしてその視点を支える、ネイチャ
ー・テクノロジー（自然のすごさを賢く活か
す、あたらしいものつくりと暮らし方のかた
ち）を連携させることで、日本独自の新しい
暮らし方とものつくりのかたちが見えてくる
と信じている。
　そして、それこそが、資源もエネルギーも

ないこの国が、多くの国々から尊敬を受けて
生きて行けるための唯一の手段ではないかと
思う。
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